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マニュアル作成の背景

○ダイオキシン類対策特別措置法が施行

○建設工事で遭遇する地盤汚染の対応マニュアル
（暫定版）」を発刊 （土壌汚染対策法の施行に対応）

⇒ダイオキシン類汚染のマニュアルを待望する声

○公共工事の現場での遭遇頻発

陸域の公共工事を対象としたダイオキシン類汚染対応
マニュアル

河川や湖沼，港湾の底質については河川局，港湾局よりマニュアル
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ダイオキシン類とは

PCDD PCDF co-PCB

・ポリ塩化ジベンゾ-p-ジオキシン（PCDD）

・ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）

・コプラナーPCB（co-PCB）
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環境基準で想定されている暴露経路



区分 基準 検定方法

屋外一般大気環境 0.6pg-TEQ/ｍ3以下

環境水（地下水を含む） 1pg-TEQ/L以下

1,000pg-TEQ/g以下

（調査指標250pg-

TEQ/g）※

底　質 150pg-TEQ/g以下

  ダイオキシン類による健
康障害防止のための対策に
ついて，平成11年12月基発
第668号

排水（放流水） 10pg-TEQ/L以下
  ダイオキシン類対策特別
措置法施行規則第1条　別
表第二

環境基準

作業環境

排出基準

  ダイオキシン類による大
気の汚染、水質の汚濁及び
土壌の汚染にかかる環境基
準について（平成十一年十
二月環境庁告示第六十八
号）の一部を改正する件、
平成14年7月22日、環境省
告示第46号

土　壌

作業環境 2.5pg-TEQ/ｍ3以下

ダイオキシン類に係る基準

2.3.7.8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンで毒性を等価換算



ダイオキシン類対策特別措置法
と土壌汚染対策法

Ⅰ土壌汚染の
状況の調査

Ⅰ土壌汚染の
状況の調査

Ⅱ指定区域の
指定等

Ⅱ指定区域の
指定等

Ⅲ土壌汚染による
健康被害の防止措置

Ⅲ土壌汚染による
健康被害の防止措置

土壌汚染対策法
（平成15年）

ダイオキシン特措法
（平成12年、参考資料p2-1）

Ⅰダイオキシン汚染の
状況の調査

Ⅰダイオキシン汚染の
状況の調査

Ⅱ対策地域の
指定等

Ⅱ対策地域の
指定等

Ⅲ対策計画の立案Ⅲ対策計画の立案



青森県黒石市

山形県長井市

埼玉県深谷市

埼玉県所沢市
ダイオキシンを少なくし所沢にきれいな空気を取り戻すための
条例

平成9年4月1日　条例第12号

所沢市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例 平成11年3月26日　条例第5号

埼玉県狭山市

埼玉県新座市

東京都新宿区

東京都渋谷区

東京都清瀬市

千葉県四街道市

大阪府能勢町

高知県高知市

ダイオキシンを少なくし、能勢の美しい自然を守るための条例 平成10年9月7日　条例253号

高知市ダイオキシン類による健康被害の防止及び生活環境の保
全に関する条例

平成11年4月1日　条例第39号

清瀬市ダイオキシン類等規制条例 平成11年9月27日　条例第16号

四街道市ダイオキシン類から大気を守る条例 平成9年12月22日　条例第24号

新宿区ダイオキシン類の発生抑制に関する条例 平成11年3月24日　条例第20号

渋谷区ダイオキシン類の排出規制に関する条例 平成11年9月24日　条例第30号

狭山市ダイオキシン類の排出の抑制に関する条例 平成10年12月28日　条例第32号

新座市ダイオキシン類規制条例 平成11年3月29日　条例第10号

条例

黒石市からダイオキシン類等を少なくしきれいな環境を守る条
例

平成10年3月20日　条例第15号

平成12年3月24日　条例第4号

深谷市ダイオキシン類の排出を抑制する条例 平成13年9月28日　条例第26号

長井市ダイオキシン類から市民の健康と環境を守る条例

地方自治体のダイオキシン関連条例



廃棄物処理法の改正（H16.4）
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2年以上
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(1/10)
数字（ ）内は基準値の比率

遮水工を開口，内容物掘削
した場合は環境基準適用

更地のまま放置，遮水工や
内容物を撹乱しない場合は
環境基準が適用されず

＜土壌環境基準＞（従来）＜廃棄物処理法＞

＜廃棄物処理法＞（改正後）

改変行為は廃棄物処理法にも
とづいて自治体が審査

遮水構造を損なう場合は現状
復帰、掘削物は埋戻すか、
所定の処分場へ搬出



指定区域化された処分場跡地での土地改変



廃棄物処分場の基準の変遷
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廃棄物処分場の状況について



ダイオキシン類汚染の対応の難しい点

①廃棄物混じりで発見されるケースが多い。

廃棄物，土壌のいずれで対処するかが、対策の成否を大きく左右

②公定法の分析に多額の費用と時間を必要とする 。

即時性，多点測定の要請には、簡易測定法の活用が不可欠

③大気の環境基準が設定されている。

対策時の作業員の安全確保，周辺環境への配慮が重要。

④実用可能な浄化技術が限られており、その費用も高額

⑤現地内の汚染防止措置が特措法に明示されていない。

現地内で実行できる封じ込め等の汚染防止措置を新たに示す必要性。



公定法

「ダイオキシン類に係
る土壌調査測定マニュ
アル」（平成12年1月環

水土第12号）に準拠

JIS K 0312「工業用水・工
業排水中のダイオキシン類及
びコプラナ－ＰＣＢの測定方
法」（平成11年9月）に準拠

「ダイオキシン類に係
る大気環境調査マニュ
アル」（平成13年8月
環境省）に準拠

管理指標による方法 － SSまたは濁度を用いる方法 浮遊粉塵量による方法

土　壌 地下水(排出水含む) 大　気

簡易測定法

迅速前処理法と迅速測定法を組み合わせた方法

・迅速前処理法：

迅速抽出法と簡略化した精製法を組み合わせた方法

・迅速測定法：

機器分析法や生物の特性を利用した方法

ダイオキシン類汚染の測定方法

公定法の問題点：検液が大量に必要，時間と費用がかかる。



ダイオキシン類濃度の簡易測定法

ダイオキシン類
濃度の測定法

公定法

簡易測定法 迅速前処理法

迅速抽出，迅速精製

迅速測定法

①機器分析法：

塩素濃度や特定の異性体などの代替
物質から推算

②生物の特性を利用した方法

生物がダイオキシンに対して作成する
抗体量から推算

管理指標による方法
SS，濁度，浮遊粉塵量との相関を予め求めて推算



汚 染 の 蓋 然 性 確 認

汚 染 状 況 の
把 握

Y e s

廃 棄 物土 壌

廃 掃 法 適 用

処 理 手 法 確 定

特 措 法 に 基 づ く
対 策 計 画 の 実 施

処 理 実 施

Y e s

N o

ダ イ オ キ シ ン 類
汚 染 確 認

応 急 措 置 の
実 施
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へ
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影
響
の
監
視

特 措 法 に 基 づ く
対 策 計 画 の 立 案

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

対 策 の 検 討

モ ニ タ リ ン グ の
実 施

都
道
府
県
等
の
環
境
部
局
等
と
の
協
議
及
び
住
民
へ
の
情
報
公
開

早 期 か ら 必 要
に 応 じ て 実 施

蓋 然 性 確 認 時 か ら
終 了 時 ま で 実 施

対 　 　 策
( 第 五 章 )

モ ニ タ リ ン グ
( 第 六 章 ）

応 急 措 置
( 第 二 章 )

調 　 　 査
( 第 三 章 )

区 　 　 分
( 第 四 章 )

緊 急 調 査

N o  ※ 1

特 措 法 に
基 づ く 検 討

土 壌 と 廃 棄 物
の 区 分

対 策 区 域
指 定

措 置 の 実 施



場 所

名 称

和 歌 山 県 平 均 濃 度

橋 本 市 200 ,000pg-T E Q /g

大 阪 府 最 大 撤 去 後 保 管

能 勢 町 23 ,000pg-T E Q /g ※ 将 来 無 害 化

埼 玉 県 最 大 撤 去 後 保 管

鳩 ヶ 谷 市 13 ,000pg-T E Q /g ※ 将 来 無 害 化

東 京 都
八 王 子 市

最 大

8,900  p g-T E Q /g

神 奈 川 県 最 大 処 分 場

引 地 川 上 流
域

6,300pg-T E Q /g （焼 却 設 備 ）

神 奈 川 県 最 大 撤 去 後 保 管

横 浜 市 2,300  p g-T E Q /g ※ 将 来 無 害 化

東 京 都
大 田 区

最 大
570 ,000pg-T E Q /g

最 大
6,800  p g-T E Q /g

処 分 場 内 お よ び 近 傍 で 土
壌 汚 染 の 確 認 調 査 を 実 施

撤 去 後 無 害 化

遊 水 地 工 事 時 の 異 物 混 入
土 の 調 査

廃 棄 物 の 不 法 投
棄 か

道 路 工 事 の 測 量 時 に 明 ら
か に 通 常 の 土 と は 異 な り 焼
却 灰 と 思 わ れ る も の が あ
り 、 調 査 を 実 施

廃 棄 物 の 野 焼 ・
不 法 投 棄

撤 去 後 無 害 化

高 知 市 化 学 工 場 跡 地 で あ る こ と か
ら 土 壌 調 査 を 実 施

不 明 無 害 化

ゴ ミ 焼 却 場 近 隣 の 土 壌 調
査

焼 却 設 備

県 が 土 壌 調 査 の 実 施 を 指
導

焼 却 設 備

工 場 跡 地 に お け る 下 水 道
工 事 の 残 土 が 、 油 分 を 理
由 に 処 分 先 へ の 受 け 入 れ
を 拒 否 さ れ た た め 土 壌 調
査 を 実 施

PC B の 投 棄 撤 去 後 保 管 し 、 無
害 化

焼 却 炉 解 体 時 の 調 査 焼 却 設 備 無 害 化

土 壌 の 汚 染 濃 度 汚 染 顕 在 化 の き っ か け 汚 染 原 因 対 策

ダイオキシン類汚染の顕在化のきっかけ



ダイオキシン類汚染との遭遇形態

廃棄物混じり土 埋設農薬



対 応
ラ ン ク

A

•     立 入 禁 止 、 シ ー ト 等 に よ る 暴 露 経 路 の 遮 断

危 険 度 ： 高
•     保 護 具 の 着 用 に よ る 作 業

•     有 害 物 質 と 周 辺 土 壌 等 の 掘 削 除 去

•    公 共 水 域 へ の 流 出 の 可 能 性 が あ る 場 合 は 水
域 管 理 者 へ 通 報

B

•    都 道 府 県 等 の 調 査 に よ り ダ イ
オ キ シ ン 類 の 存 在 が 確 認 さ れ た
土 壌 が 表 層 に 露 出

•     立 入 禁 止 、 シ ー ト 等 に よ る 暴 露 経 路 の 遮 断

危 険 度 ： 中

•    ダ イ オ キ シ ン 類 汚 染 の 可 能 性
が あ る 地 盤 （ 廃 棄 物 や 農 薬 、 廃
油 等 の 異 物 の 混 入 ） が 表 層 に 露
出

•     保 護 具 の 着 用 に よ る 作 業

C ※

•    有 害 物 質 収 納 容 器 と 予 想 さ れ
る も の が 存 在

危 険 度 ： 低

•    都 道 府 県 等 の 調 査 に よ り ダ イ
オ キ シ ン 類 の 存 在 が 確 認 さ れ た
土 壌 が 地 中 に 存 在

•    ダ イ オ キ シ ン 類 汚 染 の 可 能 性
が あ る 地 盤 （ 廃 棄 物 や 農 薬 、 廃
油 等 の 異 物 の 混 入 ） が 地 中 に 存
在

状 況 応 急 措 置 の 例

•    有 害 物 質 収 納 容 器 と 予 想 さ れ
る も の が 工 事 中 の 事 故 等 に よ り
破 損

•     立 入 禁 止

遭遇時の状況と応急措置の例



応急措置の実施例



・ P C B や 廃 油 等 の 有 害 物 質 収 納 容
　 器 等 に 遭 遇 （ 破 損 な し ）
・ 廃 棄 物 の 処 分 場 跡 地 や 不 法 投 棄
　 現 場 等 に 遭 遇
・ 農 薬 の 埋 設 地 や 不 法 投 棄 現 場 等
　 に 遭 遇

緊 急 調 査

・ 濃 度 が 高 い と 考 え ら れ る 場 所 （ 代 表 地 点 ） の サ ン プ ル を 用 い た 原
　 則 と し て 公 定 法 等 に よ る 分 析

調 査 指 標 以 上
(2 5 0 p g- T E Q / g )　 ※ ２

本 マ ニ ュ ア ル に 沿 っ た

調 査 の 実 施 ※ ３

※ １ ： 必 要 に 応 じ て 簡 易 測 定 を 実 施 す る こ と に よ り 、 迅 速 か つ 経 済 的 な 対 策 が 可 能 と な る
※ ２ ： 他 の 有 害 物 質 に よ る 汚 染 も 懸 念 さ れ る 場 合 に は そ れ ら に つ い て も 分 析 を 実 施 す る
※ ３ ： ダ イ オ キ シ ン 類 以 外 の 有 害 物 質 に よ る 汚 染 が 確 認 さ れ た 場 合 に は 「 建 設 工 事 で 遭 遇 す る 地 盤 汚 染 対 応 マ ニ ュ ア ル （ 暫 定 版 ） 」 等 に
　 　 　 沿 っ た 対 応 を 行 う

調 査 指 標 以 上 の 可 能 性 あ り

N O

必
要
に
応
じ
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施

汚 染 の
可 能 性 が あ る 場 合

・ Ｐ Ｃ Ｂ や 廃 油 等 の 有 害 物 質 収 納
　 容 器 の 破 損 に 遭 遇

・ 掘 削 前 （ 用 地 取 得 後 ） に 都 道 府 県
　 等 の 環 境 調 査 に よ り ダ イ オ キ シ ン
　 類 汚 染 が 判 明
・ 掘 削 後 、 建 設 発 生 土 の 搬 出 ・ 搬 入
　 に 伴 う 品 質 検 査 に よ り 判 明

緊 急 に 対 応 が 必 要 な 場 合汚 染 の 存 在 が 確 認 さ れ た 場 合

Y E S

Ｅ ｎ ｄ ※ ３

応 急 措 置 の 実 施
汚 染 の 拡 散 防 止 及 び 作 業 員 等 へ の 暴 露 防 止

※ １

簡 易 測 定 の 実 施

簡 易 測 定 の 実 施
物 質 の 種 類 を 判 定

ダ イ オ キ シ ン 類 の 可 能 性 あ り

調 査 指 標 以 上 の 可 能 性 な し ※ ２

ダ イ オ キ シ ン 類 の
可 能 性 な し ※ ２

応急措置について



25～50m

○位置：1,000m2に1点程度

（分布状況に応じて調査密度を検討することも必要）

○深さ：地表から5cm程度。最も高濃度のダイオキシン類が検出さ
れた地点において、表層から5cmまでに加え、5～10cm、
10～15cm、15～20cm。

○採取：5地点混合方式によるサンプリング

表層に存在する汚染の分布確認

ダイオキシン類に係る土壌調査測
定マニュアル」（環境省水質保全局
土壌農薬課、平成12年1月）に基づ
き調査



12

3

【右下の数字】：調査順序

1

112

2

2

2

2

2

3

3

3 3

3

★ ：試料採取点

： 廃棄物等遭遇地点

試掘等により廃棄物等
が確認された地点

：廃棄物埋設範囲

試掘等により廃棄物等
が確認されなかった地
点

概ね30m

★ ★ ★★★

★★

★

★

★★

★

★

概ね30m

○位置：概ね30m×30mに1点
（分布状況に応じて調査密度を検討する）

○深さ：異物の混入がみられる層を最も代表すると思われる深さ(1点)とともに
可能であればその下部の土壌(1点) 

○採取：ボーリングや試掘等によるサンプリング

地中の汚染状況の確認



地表

廃棄物層

地山

ボーリング 

30～50cm

中間覆土

廃棄物層のサンプリング

土砂のサンプリング 

遮水シートが設置され

ている場合は遮水シー

トを貫通させてはなら

ない 



既存資料や物理探
査により調査

位置：埋設位置近傍の4方位
深さ：埋設深度中心および底部より50cm～1m程

度深い所
採取：ボーリングや試掘等によるサンプリング

有害物が収納された容器が存在する場合



石油缶などの コンクリート槽 鉄筋コンクリート槽
金属容器 （鉄筋なし） または金属製蓋

地中レーダ探査
○ ○ ○ ○

優

電磁探査（ 時間
領域、周波数領
域）

△ ○ △ ○

優

○ ○

（磁性金属） （磁性金属）

電気探査（ 比抵
抗法）

△ △ △ △
良

反射法地震探査
△ △ △ △

劣

表面波探査 △ △ △ △ 良

重力探査 △ △ △ △ 良または劣

作業性

磁気探査 × × 優

廃棄物層

埋設状況に対する各種物理探査の適用性



有 価 物
ｺﾝｸﾘｰﾄ魂等
有効利用

土質,廃棄物の種類,ガス･臭気
の有無,汚染の有無,範囲,土地

の履歴等

廃棄物混じり土に遭遇

調査の実施

廃 棄 物 汚染土壌建設発生土

応急措置

無

有

選別・分級処理

汚染の有無

選別・分級・浄化処理

有

無

■建設工事で遭遇する地盤汚染
対応マニュアル
(暫定版) 
■ダイオキシン類汚染土壌対策
マニュアル
(暫定版案)

＜廃掃法適用＞

有効利用
■建設発生土利
用技術マニュア
ル(第３版) 

有効利用■建設リ
サイクルハンド

ブック等

汚染の有無

判 定 判 定

廃棄物混じり土
の区分



名　称 構成比 (重量百分率)

異物混入土(焼却灰含む) 18%

異物混入土 15%

土砂 12%

その他 0%

木・紙・繊維くず 7%

ビニール・ゴムくず 5%

その他 0%

コンクリート塊 12%

ガラス・陶器くず 8%

煉瓦くず 3%

汚泥 5%

その他 0%

金属くず 5%

廃油・廃酸・廃アルカリ 1%

感染症産業廃棄物 1%

特定有害 廃ＰＣＢ等 2%

産業廃棄物 ＰＣＢ汚染物 3%

ＰＣＢ処理物 2%

廃石綿等(飛散 性の ある
もの) 1%

その他 0%

100%

特別管理

産業廃棄物

合　計

可燃物

不燃物

金属類

種　別

土　壌

(焼却灰含む)

土壌と廃棄物の区分の一例



スケルトンバケット（粗選別）

トロンメル型選別機（ふるい選別） 振動スクリーン型選別機
（ふるい選別）



0

5

10

15

20 ×105

ダイオキシン類(pg-TEQ/g)

礫 砂 ｼﾙﾄ１ ｼﾙﾄ2 粘土

4

■礫: 75mm-2mm
□砂: 2mm-0.075mm
■シルト1: 0.075mm-0.0409mm
■シルト2: 0.0409mm-0.005mm
■粘土: 0.005mm-

■礫: 75mm-2mm
□砂: 2mm-0.075mm
■シルト1: 0.075mm-0.0409mm
■シルト2: 0.0409mm-0.005mm
■粘土: 0.005mm-

洗浄分級処理による減量化



最終処分場

（管理型）

End

再利用

掘削搬出処分
場 外 に お け る

浄 化 処 理

汚染拡大防止措置
（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞのみを

実 施 する場 合 も含 む）

現 場 内 に お け る

浄 化 処 理

モニタリング
による監視

※

※ 措置の早期実施が困難な場合は、汚染拡大防止措置などの暫定措置を行うとともに、モニタリング

台帳に記載

事 業 実 施 に伴 い
掘 削 の必 要 がある

※ ※

3 ,000pg-TEQ/g
を超 過

場 外 への搬 出 の
必 要 がある

将 来 、技 術 の 進 展 等 に
より可 能 とな っ た 場 合

「浄 化 処 理 」

150pg-TEQ/g
以下か

Yes

No

1)

2)

3)水域への流出
防止をして
再利用

台帳に記載

3 ,000pg-TEQ/g
を超 過

Yes

Ｓｔａｒｔ

実 施 可 能 な浄 化
処 理 が存 在 しない

No

No

NoNo

No
実 施 可 能 な浄 化
処 理 が存 在 しない

No
YesYes

Yes

Yes

3)

Yes



浄化処理技術の選定

熱分解

化学分解

その他

溶融方式

高温処理方式

低温処理方式

触媒方式

超臨界水酸
化分解方式

生物処理
方式

溶剤抽出
方式

現地で実施？ 場外搬出で実施？ プラントの必要性？

処理物の再利用は？



現地内での熱分解(溶融方式）のプラント



石灰石

ケイ石

鉄原料

粘土

1000℃

250℃

100℃
℃

キルン

急冷による
再合成の防止

クリンカクーラ

高温（1000～1450℃）に
よるダイオキシン類の分解

再合成の防止

400℃

1450℃

電気
集塵機

廃
熱
ボ
イ
ラ

冷
却
塔

原
料
ミ
ル

セメント工場のキルンによる熱分解（高温処
理方式）



汚染拡大防止措置（掘削しない場合）

＜地下水より上位，地中内＞

＜地下水より上位，地表付近＞

＜地下水以下，地中内＞

地下水モニタリング（地下水位）

舗装

シート

砂

難透水層

固化処理

地下水モニタリング（地下水濃度）

遮水壁（有機溶剤との複合の場合）



汚染拡大防止措置（掘削する場合）

難透水層

植生

覆土

遮水シート

遮水壁（有機溶剤との複合の場合）

モニタリング（地下水位）

植生

覆土

遮水シート

モニタリング（地下水位）

モニタリング（地下水濃度）

セパレートシート

植生

覆土

遮水シート



＜覆土・敷土工法＞

・覆土⇒飛散や直接摂取の防止（暴露防止）
厚さは50cm以上。礫などを含まず、締固め性がよく変形性の少ない物を選定。

・敷土⇒雨水や地下水による流失防止（遮水）
厚さ50cm以上，透水係数が1×10-8m／s以下である粘土等の層に遮水シート

厚さ5cm以上，透水係数が1×10-9m／s以下であるアスコン層に遮水シート
不織布その他の物の表面に二重の遮水シートを敷設。
アスファルト系以外の遮水シートについては1.5mm以上

アスファルト系の遮水シートについては3.0mm以上
有機溶剤が混入している場合は耐性のある材質（テフロン系など）

廃
棄
物
処
理
法
に
準
拠



＜固化工法＞
・固化工法⇒細粒分等を固定化し、地下水への流出を防止
・難透水層への根入れが出来ない立地

土壌においては不透水とされる1×10-8m/s以下の透水係数を確保

＜遮水壁工法＞
・遮水壁工法⇒地下水への土粒子流失防止（遮水）
・難透水層への根入れが前提
・鋼矢板，鋼管矢板，ソイルセメント等の地中連続壁
・高密度ポリエチレンシート等のシート工法

不透水層として透水係数１×10-7m/s以下の層が厚さ5ｍ以上必要とされていることを
勘案して、流路長さを5m以上確保できるよう2.5m程度以上とする。



表層土

廃棄物層

砂質土層

砂質土層

粘性土層

土中水位(GL-0.6～3.7m)

透水係数1.2×10
-3
～7.6×10

-2
cm/s

橋脚
･橋台

フーチング

基礎杭

①汚染物質の下方向への拡散防止

②汚染物質の水平方向への拡散防止

⑥搬出時の飛散･流出防止

⑤一時貯留時の流出防止

③掘削時の飛散防止

④仮置き時の飛散･流出防止

⑦搬出物の適正な処理

⑧悪臭防止
⑨作業員への対策

仮置き

保有水の流出

貯留槽

ケーシング

施工時の留意点について



＜掘削中の飛散防止＞
仮設構造物

覆土等による
拡散防止

底面遮水

水処理プラント（濁水処理）

標識標識
ダイオキシン類汚染土壌

＜仮置き保管の対応＞



建屋内での掘削作業状況

集塵機及び排気設備

内外差圧の管理

作業時の安全確保



＜レベル１＞ ＜レベル２＞

作業員の防護服



定 義 作業内容

レベル１ 第１管理区域

（S＜2.5ｐｇ－TEQ/ｍ3）における作業で､
汚染物および汚染された恐れのある物
の取扱作業を行なわない場合。

炉外における焼却灰の運搬､飛灰の固化､
運転､清掃､保守点検､支援､監視作業でガ
ス体の測定値が＜１ｐｇの場合

レベル２ 第２管理区域

(2.5pg-TEQ/m3<S<3.75pg-TEQ/m3)
における作業で汚染物､および汚染され
た恐れのある物の取扱い作業を行なう
場合。

炉外における焼却灰の運搬､飛灰の固化､

運転､清掃､保守点検､支援､監視、集じん
機の保守点検作業でのガス体の測定値が
＞１ｐｇの場合

レベル３ 第３管理区域（3.75ｐｇ－TEQ/m3<S)
または､汚染状況が判明しない場合、お
よびガス状ダイオキシン類の発生する
恐れのある作業を行う場合。

サンプリング調査作業，炉外における焼

却灰の運搬､飛灰の固化､運転､清掃､保守
点検､支援､監視、集じん機の保守点検作
業でのガス体の測定値が＞１ｐｇで第３管
理区域の場合炉内の灰だし､保守点検､清
掃作業解体時､溶断作業区の作業，廃棄
物分別作業。

レベル４ 高濃度汚染物（３pg-TEQ/m3以上）を常

時直接取り扱う場合。

作業内容と安全性について



排出水　５） 地下水 観測頻度の目安
敷地境界もしくは
保全対象近傍

作 業 場 所 近 傍 （ 作
業環境測定）

施設境界もしくは処
理施設の排水口 汚染範囲の上下流 および

0.6pg-TEQ/m3  ６）
労働基準監督署な
どと協議の上設定 10 pg-TEQ/L ７）

1 pg-TEQ/L ６）

（年間平均値） （測定方法）

応急 ○期間中1回程度（公定法）

措置時 ２）
※簡易測定法、管理指標により測定箇所及び測
定頻度を増やすことも可

対策 ○1回以上/年（公定法）

検討時
※簡易測定法により測定箇所及び測定頻度を増
やすことも可

措置
○施工開始直後1回（公定法）

施工時 ○工事実施期間中

・1回程度/1～2ヶ月（公定法）

・1回程度/1～2日（簡易測定法もしくは管理指標
による方法）

措置 ○汚染拡大防止措置を実施

実施後 ３）
・４回以上／年、2年間（公定法）

○モニタリング自体を対策として実施

・４回以上／年、１年間

・その後、１回以上／年

・１０年経過後、１回以上／2年

（公定法）

※簡易測定法により測定箇所及び測定頻度を増
やすことも可

○

― ― ― ○

○

― ― ― ○

進行状況

○ ○ ○

○ ○ ○

対　　　象 大　　気　４）

観測箇所

基準 １）

モニタリングについて



応急措置のモニタリング

期間中1回程度（公定法：大気，排出水，地下水）

※簡易測定法，管理指標により数量の補足



モニタリング地点数　１）

・敷地境界で４箇所以上

＜４方位とするのが一般的＞

・屋内作業時は集塵機の排気口毎

作業場所近傍（保護具着用）
・屋外では単位作業場所ごとに１箇所程
度

＜措置の施工時のみ＞ ・テント内など屋内では５箇所以上

場　　所

周辺環境 敷地境界もしくは保全対象近傍

作業環境

施工時の大気モニタリングについて



敷地境界での大気のモニタリング

風向風速計

デジタル粉塵計

温湿度計

1～2ヶ月に1回程度（公定法）

1～2日に1回程度（簡易測定法，管理指標）



防塵建屋の状況 屋内粉塵濃度の管理

屋内での大気モニタリング

1～2ヶ月に1回程度（公定法）

1～2日に1回程度（簡易測定法，管理指標）



排気口付近での粉塵
計測モニタリング

ハイボリウムエアサンプラー

建屋排気口での排気モニタリング



排出水モニタリングについて

場　　所 サンプリング地点数

施設境界もしくは

処理施設の排水口
１箇所以上

施工水の排水処理の状況

1～2ヶ月に1回程度（公定法）

1～2日に1回程度（簡易測定法，
管理指標）



排水処理システム試作品（幅：1.50m、奥行：1.00m、高さ：1.95m）

ろ過膜モジュール

※本技術は土木研究所、不動建設、セントラルフィルター工業の共同研究により開発

排出水の浄化と管理指標による濃度管理を
実現した新技術



1

2

処理水濃度

原水濃度
(処理前)

0.01

0.1

1

10

100

1000

10000

ｹー ｽ

ﾀ゙ｲｵｷｼﾝ類濃度
pg-TEQ/L ｹｰｽ

原水濃度
(処理前)

処理水
濃度

除去率

3,800
pg-TEQ/l

3.7
pg-TEQ/l

99.9%

SS: 38
濁度: 16

SS: <1
濁度: <0.1

23
pg-TEQ/l

0.031
pg-TEQ/l

99.9%

2

SS: 15
濁度: 6.5

SS: <1
濁度: <0.1

1

環境基準：1pg-TEQ/l

排水基準：10pg-TEQ/l

使用するろ過膜モジュールの
変更によりさらに低減が可能

（現在10万分の1程度にまで低減可能）



モニタリング地点数

２箇所以上

（上流側をバックグラウンド、下流側を監視地点）

掘削したダイオキシン
類汚染土壌に汚染拡大
防止措置を適用する場
合

措置実施範囲の下流側 １箇所以上

場　　所

掘削しないダイオキシ
ン類汚染土壌を対象と
する場合

汚染範囲の上下流側

汚染防止措置施工後のモニタリング



地下水モニタリング

固化処理

地下水モニタリング

地下水：年4回，2年間（公定法）

※簡易測定法による測定頻度の
補足も可

＜モニタリング自体が対策，掘削しない場合＞

＜汚染拡大防止措置を実施,掘削しない場合＞

地下水：年4回以上，1年間

その後、1回/年以上

10年経過後は1回/2年以上

※簡易測定法による測定頻度の
補足も可



植生

覆土

遮水シート

＜汚染拡大防止措置を実施,
掘削した場合＞

地下水モニタリング（下流側のみ）

土粒子が混入しないような
採水方法を採る



おわりに

土木研究所では、建設工事で遭遇する地盤汚染問題を
解決していくため、土木研究所と民間会社のメンバーか
ら成る「地盤汚染対応技術検討委員会」（事務局：（財）土
木研究センター）を平成16年6月に発足させ、現場への技
術的な支援を行っております。その活動とあわせて、本
書が現場でのダイオキシン類汚染土壌対策の一助とな
ることを祈念します。
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